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１．2026年3月期 決算概要
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25/3
〈実績〉

26/3
〈実績〉

前年同期比
（②－①）

1 コア業務粗利益 948 1,034 ＋85

２ 資金利益 852 905 ＋53

3 貸出金利息 715 842 ＋126

4 有価証券利息配当金 222 252 ＋30

5 預金等利息 ▲55 ▲167 ▲111

6 その他利息 ▲29 ▲22 ＋7

7 非金利収支 96 128 ＋31

8 経費 ▲549 ▲571 ▲21

9 コア業務純益 399 463 ＋64

10 与信関係費用 ▲29 ▲38 ▲9

11 国債等債券損益 ▲63 ▲83 ▲19

12 株式等関係損益 99 218 ＋119

13 その他臨時損益 ▲2 6 +9

14 経常利益 402 565 ＋163

15 特別損益 31 2 ▲29

16 法人税等合計 ▲131 ▲171 ▲39

17 当期純利益 302 396 ＋９４

25/3
〈実績〉

26/3
〈実績〉

前年同期比
（②－①）

1 経常利益 416 604 ＋188

２ 親会社株主に帰属する当期純利益 313 423 ＋109

2026年3月期 決算サマリー

（億円）

（億円）

①
26/3

〈当初業績予想〉
進捗率

（② / ③）

950 108.8%

880 ―

857 ―

204 ―

▲145 ―

▲35 ―

70 ―

▲549 ―

401 115.5%

▲50 ―

11 ―

60 ―

▲1 ―

421 134.3％

▲2 ―

▲1２８ ―

291 136.4%

26/3
〈当初業績予想〉

進捗率
（② / ③）

470 128.6%

330 128.3%

① ② ③

② ③

東京きらぼしFG（連結）

きらぼし銀行（単体）

注1：本頁の各計数の符号は、利益の増加は「＋」、利益の減少は「▲」 で表示
注2：非金利収支＝信託報酬＋役務取引等利益＋その他業務利益（国債等債券損益を除く）

経常利益

前年同期比＋45.1％

（ 416億円 → 604億円 ）

親会社株主に帰属する

当期純利益

前年同期比＋35.0％

（ 313億円 → 423億円 ）

経常利益

前年同期比＋40.5％

（ 402億円 → 565億円 ）

当期純利益

前年同期比＋31.1％

（ 302億円 → 396億円 ）

■ポイント解説

25/3 26/3 前年同期比

3 貸出金利息 715 842 ＋126

5 預金等利息 ▲55 ▲167 ▲111

預貸金利息（Net） 659 675 ＋15

預貸金利息 ： 前年同期比 ＋15億円

…メイン化取引の推進や、政策金利引き上げにより、
預貸金利息（Net）が増加

（億円）

債券・株式等関係損益 ： 前年同期比 ＋99億円

…超長期債等の損失処理による実現損計上（▲96億円）の一方、
純投資及び政策保有株式の売却益が増加

25/3 26/3 前年同期比

11 国債等債券損益 ▲63 ▲83 ▲19

12
株式等関係損益 99 218 ＋119

うち政策保有株式売却益 42 87 ＋44

債券・株式等関係損益（Net） 35 135 ＋99

（億円）

25/3 26/3 前年同期比

4 有価証券利息配当金 222 252 ＋30

有価証券利息配当金 ： 前年同期比 ＋30億円

…出資先（※）のEXIT等により、ファンド収益が増加（＋29億円）
（億円）

※きらぼしキャピタル運営ファンド等

✓当期純利益（FG連結/銀行単体）には、優先株式償還原資として計上した
有価証券売却益等74億円（＝特殊要因）含む
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主要項目 前年同期比 ポイント

① 貸出金利息 ＋126億円
メイン化取引の推進、お客さまとのリレーション強化の取組みにより貸出金が増加、

また、政策金利上昇の影響等により貸出金利回りも上昇し、前年同期比＋126億円

② 有価証券利息配当金 ＋30億円 ファンド収益の増加（＋29億円）等により同比＋30億円

③ その他資金利益
(預金等利息＋その他利息） ▲103億円

金利上昇に伴う預金等利息の増加等により同比▲103億円

④
非金利収支
（信託報酬＋役務取引等利益＋その他

業務利益（国債等債券損益を除く））
＋31億円

円債及び外債のヘッジコストが減少したこと等により同比＋31億円

⑤ 経費 ▲21億円 ベースアップ等による人件費の増加や事務委託費等物件費の増加等により同比▲21億円

⑥ 与信関係費用 ▲9億円
事業再生支援や予兆管理強化等により費用発生は全般的に抑制された一方、
一部大口先の信用悪化等により同比▲９億円

⑦ 債券・株式等関係損益 ＋99億円

純投資及び政策保有株式の売却益の増加により同比＋99億円

⑧
その他臨時損益
特別損益・法人税等合計 ▲60億円

25/3期に計上した土地売却による特別利益33億円の剥落や
法人税等の増加（▲39億円）などにより同比▲60億円

計 ＋94億円

当期純利益の増減要因（きらぼし銀行）

25/3 26/3

有価証券
利息

非金利収支 経費 与信関係
費用

債券・株式等
関係損益

その他
臨時損益等

当期
純利益

その他
資金利益

（億円）前年同期からの増減

きらぼし銀行【単体】 当期純利益 396

東京きらぼしFG【連結】 当期純利益 423

連単差（億円）

貸出金利息

＋30
＋126

▲21 ▲9302

396

▲103

＋31

❶

▲60

＋99

❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽

※本頁の各計数の前年同期比の符号は、利益の増加は「＋」、利益の減少は「▲」 で表示

当期
純利益

預金等利息 【25/3期】 ▲55億円 → 【26/3期】 ▲167億円 （▲111億円）
その他利息 【25/3期】 ▲29億円 → 【26/3期】 ▲22億円 （＋ 7億円）

役務取引等利益（信託報酬含む） 【25/3期】 １１２億円 → 【26/3期】 117億円 （＋ 4億円）
その他業務利益 【25/3期】 ▲ 16億円 → 【26/3期】 10億円 （＋27億円）

国債等債券損益 【25/3期】 ▲63億円 → 【26/3期】 ▲ 83億円 （▲ 19億円）
株式等関係損益 【25/3期】 99億円 → 【26/3期】 218億円 （＋119億円）

グループ連結子会社利益（きらぼし銀行を除く） +34

連結グループ会社間の内部取引消去 等 ▲ 8
+26

修正予定

数字未了
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▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

24/3 25/3 26/3

グループ会社利益 （きらぼし銀行を除く）

デジタル事業

ＵＩ銀行

きらぼしテック

金融事業

東京きらぼしリース

きらぼしキャピタル

きらぼしライフデザイン証券

きらぼし債権回収

きらぼしインシュアランスエージェンシー

きらぼしJCB

きらぼし信用保証

八千代信用保証

ソリューション事業

きらぼしコンサルティング

きらぼしシステム

アイティーシー

きらぼしビジネスオフィスサービス

プロモーション・海外事業

ビー・ブレーブ

きらぼしビジネスサービス

綺羅商務諮詢（上海）

信銘冠嘉商務諮詢（北京）

KIRABOSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM

事業別グループ会社利益推移

（億円）

ソリューション

プロモーション
・海外

金融

デジタル

▲14.9

▲27.5

2.5

18.1

0.4

1.7

22.9

デジタル

金融

デジタル

４事業合計は
印刷時の色味の関係
で拡張メタ貼付！
注意！！！！

グループ会社利益は34.2億円（前年同期比＋19.5億円）となり、「デジタル事業」の黒字化がプラス寄与
年度計画30億円を超過。各社連携による複合ソリューション提供でグループシナジーの更なる発揮を目指す

デジタル

▲10.1

▲15.2

デジタル

ソリューション

プロモーション
・海外

2.6

3.3

1.3ソリューション

0.4

12.1金融

デジタル

プロモーション
・海外

1.1

2.1ソリューション

16.0億円

4事業合計

▲6.2億円

4事業合計

20.3億円

4事業合計

プロモーション
・海外
プロモーション
・海外 2.72.7

5.7ソリューション

金融

2.7
プロモーション
・海外

2.4億円

4事業合計

4事業合計

▲3.3億円

数字未了

4事業合計

34.7億円

4事業合計

34.2億円

21.121.1

4事業合計

14.7億円

5.9ソリューションソリューション
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1.26 
1.38 

1.47 

1.70 

1.25 
1.35 1.37 1.41 

572 
665 715 

842 

192 
197 

222 

252 
744 

814 
852 

905 

23/3 24/3 25/3 26/3

2 559 2,686 
7,011 

6,953 6,786 
6,357 

33,232 33,011 33,069 
33,362 

6,230 6,259 6,817 
6,815 

880 2,107 
2,856 

3,610 47,354 48,333 
50,089 

52,831 

23/3 24/3 25/3 26/3 897 
957 1,066 

1,237 

237 
300 

389 

554 

1,134 
1,258 

1,455 

1,792 

23/3 24/3 25/3 26/3

前年同期比

メイン化取引の推進や政策金利上昇の影響等により、貸出金利回りが上昇し、預貸金利回り差が拡大
金利上昇に伴い預金等利息が増加する一方で貸出金利息も増加し、資金利益全体の増加基調は継続

（+2,741）

前年同期比

（＋336）

地公体

中堅・大企業

中小企業

個人

貸出金 ・ 信託財産

公共工事代金
債権信託 等

不動産管理信託

貸出金
利回り(%)

預貸金
利回り差(%)

貸出金利息

有価証券利息配当金

その他資金利益
（預金等利息

＋その他利息）

前年同期比

（＋53）

▲47▲47
▲189▲189

顧客別貸出金残高 （きらぼし銀行＋UI銀行） （億円） 資金利益 （億円）

信託財産残高 （億円）

▲21▲21

94

▲85▲85

きらぼし銀行

きらぼし銀行

きらぼし
銀行 47,353 48,331 49,530 50,145

UI銀行 0 2 559 2,686

UI銀行（個人）

きらぼし銀行

UI銀行

※利回り・利回り差は
きらぼし銀行単体
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3,358 4,034 
6,952 8,059 

30,210 29,999 29,295 28,789 

19,966 20,833 

22,118 
23,311 

3,305 
3,895 

3,264 
1,959 56,841 

58,763 
61,630 62,120 

23/3 24/3 25/3 26/3

2,028 

2,844 2,900 

4,754 
1,367 

1,544 1,422 

1,567 

2,374 

2,520 2,652 

2,810 

262 

168 137 

160 

6,033 

7,078 7,113 

9,293 

23/3 24/3 25/3 26/3

ＫＬＤ（※）

公共債

保険

投資信託

預金 ・ 預かり資産残高

（+2,180）

前年同期比

グループ合算預金残高（きらぼし銀行＋UI銀行）は、きらぼし銀行の法人預金・UI銀行の個人預金を中心に増加
預かり資産残高は、KLD証券での投資信託の増加や他社からの株式移管の推進等により、全体で2,180億円増加

※KLD：きらぼしライフデザイン証券

（+489）
前年同期比

※譲渡性預金を含まない
※25/3期以前のUI銀行の数値は「個人預金」のみ

個人

法人

その他

ＵＩ銀行
個人 7,646
法人 413

きらぼし
銀行 53,482 54,728 54,678 54,060

UI銀行 3,358 4,034 6,952 8,059

きらぼし
銀行 4,005 4,233 4,212 4,538

KLD 2,028 2,844 2,900 4,754

顧客別預金残高 （きらぼし銀行＋UI銀行） （億円） 項目別預かり資産残高 （きらぼし銀行＋KLD） （億円）

個人預金計
（きらぼし＋UI）

36,436
（＋188）

個人預金計
（きらぼし＋UI）

36,247

きらぼし銀行

KLD証券UI銀行

きらぼし銀行
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10.5億円 12.3億円
15.6億円

17.9億円

23/3 24/3 25/3 26/3

21 21 20 17 

77 
71 

61 65 

29 
33 

30 
34 

127 126 

112 
117 

23/3 24/3 25/3 26/3

法人役務収益はメイン化や事業性ファイナンス等に関連する収益が増加し、前年同期比＋3億円
個人役務収益は同比▲3億円となった一方、KLD証券の手数料収益は引き続き増加基調

役務取引等利益

（＋4）

前年同期比

個人役務収益

法人役務収益

その他

【参考】きらぼしライフデザイン証券手数料収益 （※上記個人役務収益には含まれない）

役務取引等利益 （億円）

※「その他」に信託報酬を含む

61 58 
50 52 

15 
12 

11 12 

77 
71 

61 65 

23/3 24/3 25/3 26/3

10 10 10 9 

10 11 10 
7 

21 21 
20 

17 

23/3 24/3 25/3 26/3

（▲3）
前年同期比

生命保険

ビジネスマッチング・
ABL等

（＋3）
前年同期比

法人役務収益 （億円）

個人役務収益 （億円）

メイン化・
事業性ファイナンス等

投資信託・
金融商品仲介 等
投資信託・
金融商品仲介 等

※「法人役務収益」
「個人役務収益」の内訳は
内部管理計数による

きらぼし銀行 きらぼし銀行

きらぼし銀行
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その他証券 内訳

1,473 1,256 984 1,371 

623 907 1,003 
1,033 

2,494 2,480 2,123 1,645 

506 598 
519 575 

3,459 
3,985 

3,665 3,555 

8,558 
9,227 

8,295 8,181 

23/3 24/3 25/3 26/3

その他証券

株式

社債

地方債

国債 ▲111 ▲81
▲209

▲142

▲82 ▲140

▲257
▲401

101

199
125

207

23/3 24/3 25/3 26/3

有価証券

（▲113）

前年同期比

債券

その他

国債
地方債
社債

株式

487 593 677 575 

898 878 619 
128 

1,571 
1,887 

1,703 
2,078 

502

626 
663 773 

3,459 
3,985 

3,665 3,555 

23/3 24/3 25/3 26/3

PEファンド等

外国証券

REIT
投資信託

外国証券
投資信託
REIT
PEファンド等

満期保有満期保有

（＋7）

前年同期比

▲12▲12

評価損益合計

▲104 ▲37 ▲350 ▲342

【参考】 評価損益合計（ヘッジ考慮後）

▲104 ▲43 ▲314 ▲197

有価証券残高・利回り （億円、％） 有価証券評価損益 （億円）

▲9▲9

1.94 1.96 1.68 1.81 

2.04 2.21 2.40 2.91 

▲5▲5

更なる金利上昇に備え、ヘッジオペレーションによるリスクコントロールを引き続き実施

きらぼし銀行 きらぼし銀行

破線は有価証券利息配当金
に計上したファンド収益を
除く利回り
（P.4 「ポイント解説」参照）

ファンド収益の増加等により、有価証券利回りは2.91%と上昇（前年同期比＋0.50%pt）
更なる金利上昇に備え、ヘッジオペレーションなどによるリスクコントロールを引き続き実施

計 ▲342

ヘッジ
考慮後

計 ▲197計 ▲197
▲14▲14
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有
価証
券

2.8 
2.2 2.1 2.0 

6.0 5.9 

3.4 

2.1 

23/3 24/3 25/3 26/3

円債

外債

※金利が10bpパラレルに上方シフトした場合の影響（投信を除く）
※ヘッジ考慮後
※2026年3月期第3四半期開示分より計算基準変更。第2四半期以前の開示とは連続性なし

24/12 25/12

▲14 ▲8

▲2 ▲3

デュレーション （年）

金利感応度 （億円）

※ヘッジ考慮後

更なる金利上昇に備え、ヘッジオペレーションによるリスクコントロールを引き続き実施

きらぼし銀行

きらぼし銀行

2025年度はヘッジオペレーションや、株式売却益を活用した10年超債券売却で金利リスクに対応
2026年度もデュレーションは引き続き抑制方針。短期債中心のポートフォリオ運営に取り組む

▲3 ▲2
▲2

▲3

▲28 ▲30

▲11
▲5

23/3 24/3 25/3 26/3

円債

外債

金利リスク
ヘッジ済み

2025年度の円債のオペレーション状況

ヘッジオペレーション損益・株式売却益を活用し、
10年超債券の売却を実施。同年限の残高はゼロ

売却

購入
足元の金利環境を踏まえて購入ペースは抑制
金利リスクを抑制しつつ、短期債の購入を実施

2026年度の円債のオペレーション方針

国内金利の緩やかな上昇局面継続を想定しており、
当面は金利リスクを抑制し、短期債中心の投資を計画

金利リスク量の削減は十分に進んでいることから、金利上昇が終了する
局面では金利リスクテイク余力を生かし、長期債等への投資も検討

円債 年限別構成割合
きらぼし銀行

2025年度 円債オペレーション状況2025年度 円債オペレーション総括

2026年度 円債オペレーション方針

25/3

2026年度方針は
削除する可能性あり

変
動 1
Y

2
Y

3
Y

4
Y

5
Y

6
Y

7
Y

8
Y

9
Y

1
0
Y

1
1
Y

1
2
Y

1
3
Y

1
4
Y

1
5
Y

1
6
Y

1
7
Y

1
8
Y

1
9
Y

2
0
Y

金利リスク
ヘッジ済み 10年超の残高はゼロ

2025年度末（26/3）

評価損
▲78

評価損
▲195

評価損
0

有価証券

（億円）
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95 58 63 48 

873 892 
709 691 

76 73 

63 54 

1,045 1,025 

836 794 

23/3 24/3 25/3 26/3

2.19 2.11 
1.68 1.57 

金
融
再
生
法
開
示
債
権
・
自
己
資
本
比
率

（▲41）
前年同期比

与信費用は費用発生により前年同期比増加したが、年度計画（50億円）対比では低水準
リスク・アセットが増加した一方、利益の積上げにより自己資本が増加し、前年同期比で自己資本比率は上昇

3,163 3,293 3,517 
3,856 

39,066
39,904 40,215 40,385

23/3 24/3 25/3 26/3

8.09 8.25 
8.74 

9.54 

（＋170）

前年同期比

（+338）

前年同期比

※部分直接償却を実施した場合の計数を記載しております。

要管理債権

危険債権

破産更生債権

25/3 26/3 前年同期比

① 一般貸倒引当金繰入額 ▲10 ▲7 ＋3

② 不良債権処理額 40 45 ＋5

うち個別貸引繰入額 34 39 ＋5

③ 貸倒引当金戻入益 ー ー ー

与信関係費用 (①＋②ー③) 29 38 ＋9

開示債権額・比率 （きらぼし銀行） （億円、％）

与信関係費用 （きらぼし銀行） （億円）

自己資本比率 （東京きらぼしFG連結） （億円、％）

リスク・アセット

自己資本

金融再生法開示債権 ・ 自己資本比率

きらぼし銀行 FG連結

きらぼし銀行
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経費 ・ コアOHR ・ ROE

55.5 57.8 57.9 55.2 

23/3 24/3 25/3 26/3

※ コアＯＨＲ
経費

コア業務粗利益
×100＝

6.5 
7.4 

8.5 

10.6 

23/3 24/3 25/3 26/3

経費が増加した一方で、コア業務粗利益の増加が寄与し、コアOHRは前年同期比2.7%pt改善
FG当期純利益の大幅な増益により、ROEは前年同期比2.1%pt上昇し、10％超と高水準

コアＯＨＲ （％）

ＲＯＥ （％）

予想年間配当金は１7０円と5期連続増配予想、

一方、配当性向は低水準で推移

優先株式の償還原資確保のため、
内部留保を蓄積

（予想）

※ ROE
親会社株主に帰属する当期純利益

（期首自己資本＋期末自己資本）/2
×100＝

きらぼし銀行

FG連結

前年同期比の主な低下要因は
有価証券の売却益減少等
（P.2 「ポイント解説」参照）

未

経費 （億円）
きらぼし銀行

229 215 220

251 282 296

50 51 54
531 549 571

24/3 25/3 26/3

前年同期比 増減要因
（ 25/3 → 26/3 ）

③先行投資

④ベースアップ等

①業務委託費・
経営管理料

⑥出向負担金⑤退給費用

物件費物件費
＋4.2 ▲3.1＋10.4

＋4.6 ＋2.2 ▲3.3

人員減少
▲1.8

ベア・賞与
+6.4

②店舗賃料等

人件費

物件費
（先行投資）

税金

（▲21）
前年同期比

人件費人件費

（79）（62） （76）

（億円）
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216

250 259
270

23/3 24/3 25/3 26/3

前年同期比

＋10億円

配当金 ・ 顧客向けサービス業務利益

顧客向けサービス業務利益（※1） （億円）

影響額

+８億円

（単位：億円）

貸出金利息

預金等利息

【前提条件】
● 2025年12月に政策金利が0.25%上昇し、0.75％で推移した場合

の2026年度の影響を試算
● きらぼし銀行単体の影響（UI銀行の預貸金の影響は考慮せず）
● 貸出金及び預金の残高は、2026年度末の想定値

影響額

+32億円

影響額

+42億円

■ 2025年12月の政策金利上昇（＋0.25％）による影響

※1 算出方法：（貸出金残高×預貸金利回り差）＋役務取引等利益－営業経費
※2 役務取引等利益は、信託報酬を含む

主な増加要因

増加 ： 貸出金残高 （前年同期比 ＋615億円）

預貸金利回り差 （前年同期比 ＋0.03%pt）

きらぼし銀行
※2025年5月1日公表（再掲）

日銀預け金利息

85 

85

39.0 

24.5 

46.5 

12.6 

16.5 17.2 15.5 12.3 

19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

中間

期末
115円

145円

60円 60円 60円
75円

１株当たり年間配当金 ・ 配当性向 （円、％）

160円

FG連結

170円５期連続増配

2026年3月期の１株当たり年間配当金は5期連続の増配となる170円
顧客向けサービス業務利益は貸出金残高の増加・預貸金利回り差の拡大等により10億円増加

中間

期末

115円

145円

60円 60円 60円
75円

160円

230円

（予想）

170円

※ 第1回第1種優先株式の普通株式への転換による

発行済み株式総数の増加考慮後の金額

※ 2026年7月1日を効力発生日とする株式分割による

発行済み株式総数の増加考慮前の金額

数字要確認

5期連続増配
（６０円 → １７０円）
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＜参考＞ＵＩ銀行 実績

UI銀行 業績サマリー （億円）

238 390 448 
1,344 

3,119 
3,631 

6,486 

6,702 

0 

13 

16 

12 

3,358 
4,034 

6,952 

8,059 

23/3 24/3 25/3 26/3

預金残高推移 （億円）

ローン残高推移 （億円）

定期

普通

25/3
〈実績〉

26/3
〈実績〉 前年同期比

1 コア業務粗利益 24 39 ＋15

２ 資金利益 16 10 ▲5

3 貸出金利息 31 64 ＋32

4 有価証券利息配当金 1 6 +4

5 預金利息 ▲18 ▲67 ▲49

6 その他利息 2 8 ＋5

7 非金利収支 （融資手数料等） 7 28 ＋21

8 経費 ▲39 ▲48 ▲9

9 コア業務純益 ▲15 ▲9 ＋6

10 与信関係費用 ▲0 1 ＋1

11 国債等債券損益 2 10 ＋8

12 経常利益 ▲14 1 ＋16

13 当期純利益 ▲14 1 ＋16
13 40 65 305 

981 

1,698 

240 

568 

922 

19 

559 

1,590 

2,686 

24/9 25/3 25/9 26/3

無担保

住宅

投資用不動産

注1：本頁の各計数の符号は、利益の増加は「＋」、利益の減少は「▲」 で表示
注2：非金利収支＝信託報酬＋役務取引等利益＋その他業務利益（国債等債券損益を除く）

その他

①ローン実行増加によるフィーの獲得、②ローン残高増加による貸出金利息の積み上げに加え、
③給振口座の獲得等粘着性の高い普通預金の積み上げによる預金利息の抑制により収支の改善を目指す

投資用不動産
住宅
無担保

37
101

7

投資用不動産
住宅
無担保

240
305

13

※住宅ローンは2024年8月より取扱開始
※投資用不動産ローンは2024年12月より取扱開始

内訳

無担保
13

24/8～

住宅ローン
取扱開始

24/12～

投資用不動産ローン
取扱開始
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2027年3月期 計画

27/3期 計画値のポイント

26/3
〈実績〉

27/3
〈計画〉

前年同期比
（②－①）

1 コア業務粗利益 1,034 1043 ＋9

２ 資金利益 905 953 ＋47
3 貸出金利息 842 1,002 ＋159
4 有価証券利息配当金 252 221 ▲30
5 預金等利息 ▲167 ▲266 ▲99
6 その他利息 ▲22 ▲3 ＋18
7 非金利収支 128 89 ▲38
8 経費 ▲571 ▲575 ▲4

9 コア業務純益 463 468 ＋5

10 与信関係費用 ▲38 ▲25 ＋13
11 国債等債券損益 ▲83 ▲14 ＋69
12 株式等関係損益 218 61 ▲157

13 その他臨時損益 6 6 +0
14 経常利益 565 497 ▲68

15 特別損益 2 ▲2 ▲4
16 法人税等合計 ▲171 ▲156 ＋15

17
当期純利益 396 339 ▲57

特殊要因を除く 322 339 ＋16

26/3
〈実績〉

27/3
〈計画〉

前年同期比
（②－①）

1 経常利益 604 586 ▲18

２
親会社株主に帰属する当期純利益 423 400 ▲23

特殊要因を除く 348 400 ＋51

（億円）

①

1

2

① ②

②

東京きらぼしFG（連結）

きらぼし銀行（単体）

24/3

24/3

24/12

（億円）

■ 貸出金利息 ・ 預金等利息
→26年6月の利上げ（政策金利＋0.25%）を織り込み

東京きらぼしFG（連結）

きらぼし銀行（単体）

■ グループ会社利益
→デジタル・金融・ソリューション事業で増益を見込む

注：本頁の各計数の符号は、利益の増加は「＋」、利益の減少は「▲」 で表示

25/3
〈実績〉

26/3
〈実績〉

前年同期比
（②－①）

1 コア業務粗利益 ＋

２ 資金利益 ＋53

3 貸出金利息 ＋126

4 有価証券利息配当金 ＋30

5 預金等利息 ▲ ▲ ▲111

6 その他利息 ▲ ▲ ＋7

7 非金利収支 ＋

8 経費 ▲ ▲ ▲

9 ＋

与信関係費用 ▲ ▲ ▲

国債等債券損益 ▲ ▲ ▲

12 株式等関係損益 ＋

その他臨時損益 ▲ +9

14 ＋163

15 特別損益 ▲29

法人税等合計 ▲ ▲ ▲39

＋９４

25/3
〈実績〉

26/3
〈実績〉

前年同期比
（②－①）

1 経常利益

２ 親会社株主に帰属する当期純利益

（億円）

（億円）

①
26/3

〈当初業績予想〉
進捗率

（② / ③）

―

―

―

▲ ―

▲ ―

―

▲ ―

▲ ―

―

―

▲ ―

▲ ―

▲1 ―

26/3
〈当初業績予想〉

進捗率
（② / ③）

① ② ③

② ③

東京きらぼしFG（連結）

きらぼし銀行（単体）

注1：本頁の各計数の符号は、利益の増加は「＋」、利益の減少は「▲」 で表示
注2：非金利収支＝信託報酬＋役務取引等利益＋その他業務利益（国債等債券損益を除く）

■ 貸出金利息 857億円 （＋142億円 ）

■ 預金等利息 ▲181億円 （ ▲96億円 ）
   ［ うち預金等利息 ▲145億円 （ ▲90億円 ）]

25/3期中の段階的政策金利引き上げの影響が通期寄与し

預貸金それぞれ利回り上昇を見込む
※26/3期計画は政策金利0.50％として算出。更なる利上げ影響は織り込んでいない

■ 有価証券利息 204億円 （▲18億円 ）

25/3期に計上した大口のファンド収益剥落（▲26億円）

■ 与信関係費用 ▲50億円 （▲20億円 ）

貸出金残高 約5兆円の１０bp水準で保守的に見積もり

■ 特別損益 ▲2億円 （▲33億円 ）
25/3期に計上した土地の売却益33億円剥落

2

24/3

グループ間連携の強化による顧客基盤の拡大・収益機会の創出等により

グループ会社の更なる利益貢献向上を目指す

UI銀行は前年度開始のローンが通年で収益貢献。通期黒字を見込む

■ 当期純利益 330億円 （＋16億円）

うちグループ会社利益 30億円（＋15億円）

26/3 27/3 前年同期比

7 非金利収支 128 89 ▲38

26/3 27/3 前年同期比

3 貸出金利息 842 1,002 ＋159

5 預金等利息 ▲167 ▲266 ▲99

預貸金利息（Net） 675 736 ＋60

26/3 27/3 前年同期比

11 国債等債券損益 ▲83 ▲14 ＋69

株式等関係損益 218 61 ▲157

東京きらぼしFG（連結）

きらぼし銀行（単体）

東京きらぼしFG（連結） きらぼし銀行（単体）

■ 26/3期の当期純利益（FG連結・きらぼし銀行単体とも）は、

優先株式償還充当分として計上した特殊要因（74億円）含む
（特殊要因＝優先株式償還原資として計上した有価証券売却益等）

26/3 27/3 前年同期比

グループ会社利益 34 66 ＋32

■ 非金利収支
→ヘッジ目的の債券デリバティブ利益の剥落（▲45億円）

■ 債券・株式等関係損益
→債券：25年度中のロスカット分（▲95億円）の剥落等
→株式：政策保有株式売却益の減少（▲82億円） 等、

優先株式償還原資充当分の有価証券売却益減少

注：表中の単位：億円

26/3 27/3 前年同期比

FG 特殊要因を除く当期純利益 ※ 348 400 ＋51

BK 特殊要因を除く当期純利益 322 339 ＋16

→特殊要因を除く実力値ベースでは増益基調継続
※親会社株主に帰属する当期純利益

F
G
（
連
結
）

き
ら
ぼ
し
銀
行
（
単
体
）

26/3 27/3 前年同期比

11 国債等債券損益 ▲83 ▲14 ＋69

12 株式等関係損益 218 61 ▲157

債券・株式等関係損益 135 47 ▲88
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政策金利上昇の影響

金利上昇の影響試算 （億円）

31
77

155

▲24
▲62

▲124

5

13

27

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

＋0.10% ＋0.25% ＋0.50%

影響額

+11億円

（単位：億円）

貸出金利息

預金等利息

【前提条件】
● 政策金利が0.10%～0.50%上昇した場合の年間（12か月）の試算値
● 追随率は貸出金65%、流動性預金40%、固定性預金100％にて試算
● きらぼし銀行単体の影響（UI銀行の預貸金の影響は考慮せず）
● 貸出金及び預金の残高は、2025年度末の実績値にて算出

影響額

+29億円

影響額

+58億円

■ 政策金利が上昇した場合の預貸金利息への影響額

きらぼし銀行

日銀預け金
利息

東京きらぼしFG（連結）

〈参考〉 貸出金構成

短プラ連動
25%

市場連動
19%

住宅ローン
（変動）
11%

その他変動
1%

固定

43%

変動

56%

固定１年以下
15%

固定１年超
27%

変動金利
＋固定１年以下

72%
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２．中期経営計画の進捗
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■ 優先株式償還スケジュールを変更し、第1回第一種優先株式は普通株式へ転換・消却、第二種優先株式は前倒し一括償還

■ 当社が発行する優先株式は26年5月をもって、その全部の残高が消滅

優先株式償還スケジュールの変更

（改善）

（仮）

第１回第一種優先株式 （株主：三井住友信託銀行） 第二種優先株式 （株主：東京都）

中期経営計画上の償還スケジュール

⚫ 第１回第一種優先株式 については、

2026年度から2029年度にかけて償還

⚫ 75万株全部（150億円）について、

株主である三井住友信託銀行による

「普通株式を対価とする取得請求権」の行使を受け

普通株式に転換、2026年5月27日に消却

⚫ 第二種優先株式 については、2026年度、2028年度に償還

⚫ 200万株全部(400億円）について

2026年5月25日に前倒しで一括償還及び消却

（理由）内部留保の蓄積により、償還後も目標とする自己資本比率8.3%
を確保できると判断し、前倒しで償還を実施

■三井住友信託銀行に交付した普通株式相当分を売出し

750,000株×20,000円÷2,728円（上限取得価額）

＝ 5,498,500 株 （単元未満株除く）

■ 自己資本の状況
普通株式売出し普通株式売出し

変更変更 変更変更

150億円

400億円

普通株式
へ転換

普通株式
へ転換

150億円

東京きらぼしFGが
取得（償還）・消却

26/3

優先株式
資本

普通株式
資本

普通株式
資本

26/5

受 渡 期 日 2026年 5月 ２６日
効力発生日 2026年 7月 １ 日

売出株式数 5,498,500株

売出株式数
（オーバーアロットメント）

824,700株

売 出 株 式 数 5,498,500株

売 出 株 式 数
（オーバーアロットメント）

824,700株

売 出 価 格 10,282円

受 渡 期 日 2026年5月26日

発行済株式総数
（ 普 通 株 式 転 換 前 ）

30,650,115株

売 渡 期 日 2026年5月26日

発行済株式総数
（ 普 通 株 式 転 換 後 ）

36,148,647株



20
©Tokyo Kiraboshi Financial Group, inc. All Rights Reserved.          

東京・神奈川ソリューションコネクト

東京圏のマーケット規模 / 連携ネットワーク

■ 東京きらぼしFGは、日本の経済を牽引する東京圏の肥沃なマーケットでビジネスを展開

■ 多様化する競合環境や顧客ニーズに対し、全22社のグループ会社と連携ネットワークで幅広くアプローチ

肥沃な東京圏の市場規模 連携ネットワーク

東京都 東京都中小企業振興公社
東京しごと財団 東京都産業技術研究センター
東京商工会議所 等

東京都および関連団体

港区 大田区 川崎市 町田市 相模原市 等

地方公共団体

三井住友信託銀行 三井住友海上火災保険
横浜銀行 SBJ銀行
池田泉州ホールディングス
じもとホールディングス 等

金融機関

FC東京 東京ヤクルトスワローズ
クボタスピアーズ 船橋・東京ベイ
サンロッカーズ渋谷 東京グレートベアーズ
東京マラソン財団 日本サッカー協会「夢の教室」
日本相撲協会 日本バドミントン協会
東都大学野球連盟 等

スポーツ関連団体

中央大学 日本大学 藝術学部 青山学院大学
東京都立大学 麻布大学 等

公立・私立大学法人

東京圏の多様化する競合・顧客ニーズ
対応する全22社のグループ力

課題解決を加速させる連携ネットワーク

「きらぼし銀行」の貸出金収益に
依存しないビジネスモデルの構築

東京

神奈川

東京圏の競合環境の多様化

金融機関
の競合

フィンテック
企業の台頭

顧客ニーズ
の多様化

AI・
デジタル技術

の進化

東京

1,424万人
（構成比 約１１%）

125.0兆円
（構成比 約21%）

45.3万企業
（構成比 約１2%）

77.7万企業
（構成比 約１5%）

300.3兆円
（構成比 約45%）

394.6兆円
（構成比 約38%）

日本

１億2,304万人
（2024年10月1日現在）

595.1兆円
（2023年度）

368.4万企業
（2021年）

506.0万企業
（2024年）

655.2兆円
（2026年3月末）

1031.2兆円
（2026年3月末）

人口（推計）

国内総生産（名目）
都内総生産（名目）
県内総生産（名目）

企業等数
（会社企業＋個人）

事業所数

銀行（国内銀行）
貸出残高

銀行（国内銀行）
預金残高

神奈川

919万人
（構成比 約7%）

37.3兆円
（構成比 約6%）

19.7万企業
（構成比 約5%）

30.8万企業
（構成比 約6%）

22.7兆円
（構成比 約3%）

53.2兆円
（構成比 約5%）

（備考）
総務省「国勢調査（令和７年）」、内閣府「国民経済計算年次推計（2023年度）」、
東京都「都民経済計算年報（令和5年度）」、神奈川県「神奈川県県民経済計算（令和5年度）」、
総務省「令和3年経済センサスー活動調査」「令和6年経済センサスー基礎調査 確報集計」、
日本銀行「預金・貸出関連統計」

23
66

128

220

337

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

LBO等ストラクチャードファイナンス分野等で連携

目標達成目標達成目標達成

×××

目標（5年累計）

100億円

連携効果額
目標（5年累計）

100億円
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社名 概要

①  

きらぼしグループ 会社一覧

社名 業務内容

③ きらぼし信用保証 保証業務

④ 八千代信用保証 保証業務

⑤ きらぼしビジネスサービス 事務集中業務

⑥ 綺羅商務諮詢（上海） コンサルティング業務

⑦
KIRABOSHI BUSINESS 
CONSULTING VIETNAM

コンサルティング業務

⑧ きらぼし債権回収 債権管理回収業

社名 業務内容

⑪ UI銀行 銀行業

⑫ 東京きらぼしリース 総合リース業

⑬ きらぼしシステム システム処理受託

（グループ会社）

⑨ きらぼしインシュアランスエージェンシー 保険代理店業務

⑩ 信銘冠嘉商務諮詢（北京） コンサルティング業務

（持分法適用会社）

（持分法適用会社）

㉒ スカイオーシャン・アセットマネジメント 投資信託委託業務

⑮ きらぼしコンサルティング コンサルティング業務

⑯ きらぼしJCB クレジットカード業

⑰ きらぼしテック フィンテックサービス

⑱ きらぼしキャピタル ファンド組成、運営

⑲ きらぼしライフデザイン証券 証券業

⑳ きらぼしビジネスオフィスサービス 給与計算業務等

㉑ ビー・ブレーブ 広告企画制作業

⑭ アイティーシー システム開発受託

本店所在地
東京都港区南青山

三丁目10番43号

資本金 275億円

連結総資産 7兆3,173億円

（２０２6年3月末時点）

（Tokyo Kiraboshi Financial Group,Inc ）

社名 概要

②  
（Kiraboshi Bank,Ltd. ）

本店所在地
東京都港区南青山

三丁目10番43号

資本金 437億円

単体総資産 6兆6,215億円

（２０２6年3月末時点）

（グループ会社）

※「ＫＣＰエクイティアシスト１号投資事業有限責任組合」 及び 「Ａ＆ＫＣメザニン・ファイナンス１号投資事業有限責任組合」は、
重要性が増したため、2026年3月期より東京きらぼしFGの連結範囲に含めているが、本頁会社一覧には含めていない
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■ 経営目標の5項目について、当期純利益・ROEは当初中期経営計画目標を超過

■ 中期経営計画最終年度となる2026年は、「更なる効率化」、「収益力の強化・収益構造の見直し」、「自己資本の充実」を推進

中期経営計画 経営目標の推移

（改善）

当期純利益
（FG連結）

自己資本比率
(FG連結）

コアOHR
（きらぼし銀行単体）

ＲＯＥ
（ＦＧ連結）

グループ会社利益
（ＦＧ連結）

* きらぼし銀行を除く

特殊要因を除く
当期純利益

（FG連結）

参
考

優先株式
(FG連結）

参
考

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

2027年3月期

中期経営計画 単年度計画

当期純利益
（FG連結）

256億円 313億円 423億円

前年同期比

300億円 400億円

前年同期比

＋109億円 ▲23億円

特殊要因を除く
当期純利益

（FG連結）
256億円 313億円 348億円 ＋35億円 ― 400億円 ＋51億円

グループ会社利益
（FG連結）

▲3億円 14億円 34.2億円

前年同期比

50億円 66億円

前年同期比

＋19億円 ＋32億円

ROE
（FG連結）

7.4% 8.5% 10.6%

前年同期比

7%台後半 9.1%

前年同期比

＋2.1%pt ▲1.4%pt

コアOHR
（きらぼし銀行単体）

57.8% 57.9% 55.2%

前年同期比

50％台半ば 55.0%

前年同期比

▲2.7%pt ▲0.1%pt

自己資本比率
（FG連結）

8.2％ 8.7％ 9.5％

前年同期比

8.3％ 8.3%

前年同期比

＋0.8%pt ▲1.1%pt

優先株式 550億円 550億円 550億円

前年同期比

312.5億円 消却済 ▲550億円
―

グループ会社利益
（FG連結） ▲3億円 14億円

２０２5年3月期

313億円

8.5%

8.7%

14億円

57.9%

―

550億円

ROE
（FG連結） 7.4% 8.5%

コアOHR
（きらぼし銀行単体） % %

自己資本比率
（FG連結） 8.2％ 8.2％

自己資本比率
（FG連結）

※特殊要因（優先株式償還原資として計上した有価証券売却益等74億円）を除く当期純利益

(※)

当期純利益
（FG連結） 256億円 313億円 423億円

前年同期比

300億円 400億円
＋109億円

特殊要因を除く
当期純利益
（FG連結）

256億円 313億円 348億円 ＋35億円 400億円

（FG連結） ▲3億円 14億円 億円

前年同期比

50億円 66億円
＋19億円

ROE
（FG連結） 7.4% 8.5% 10.6%

前年同期比

7% 9.1%
＋2.1%pt

コアOHR
（きらぼし銀行単体） % % %

前年同期比

50 55.0%
▲2.7%pt

自己資本比率
（FG連結） 8.2％ 8.7％ 9.5％

前年同期比

8.3％ 8.3%
＋0.8%pt

2024年3月 2025年3月 2026年3月期
2027年3月期

中期経営計画 見通し

参考

参考
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グループ会社利益の増加

■ 26年度は4事業いずれも増益を見込み、４事業合計で66億円を計画

■ 中期経営計画のグループ会社利益50億円を超過する見通しであり、ＦＧ連結利益への貢献度が上昇

更なる企業価値向上に向けた課題と対応事業別グループ会社利益推移

プロモーション・海外事業

■ ビー・ブレーブ ■ きらぼしビジネスサービス
■ 綺羅商務諮詢（上海） ■ 信銘冠嘉商務諮詢（北京）
■ KIRABOSHIBUSINESSCONSULTINGVIETNAM

対
応

課
題

プロモーション及びマーケティング
支援の強化
海外進出企業と連携する海外ネッ
トワークの構築

取引先のブランド価値・企業価値向上
支援の体制構築
海外展開ニーズへの対応

ソリューション事業

■ きらぼしコンサルティング ■きらぼしシステム
■ アイティーシー ■ きらぼしビジネスオフィスサービス

対
応

課
題

ソリューション及びデジタル事業の
専門人材の育成

事業承継・M&Aニーズへの対応
DX支援に向けた体制整備

金融事業

■ 東京きらぼしリース ■ きらぼしキャピタル
■ きらぼしライフデザイン証券 ■ きらぼし債権回収
■ きらぼしインシュアランスエージェンシー ■きらぼしJCB
■ きらぼし信用保証 ■八千代信用保証

対
応

課
題

銀行・証券・他事業が連携した、
多面的金融支援体制の強化

多様で専門性の高いファイナンスニー
ズへの対応 デジタル事業

■ UI銀行 ■きらぼしテック

対
応

課
題

利便性の高い顧客サービスの提供
通じた口座獲得強化
低コストによる住宅・投資用不動産
ローンの積み上げ

粘着性ある預金（給振口座等普通預
金）の獲得
グループにおける収益貢献

（億円）

金融

デジタル

▲14.9

▲27.5

2.5

18.1

22.9

金融

デジタル

ソリューション

プロモーション
・海外

2.6
3.3

プロモーション
・海外

2.7

5.9

5.7

ソリューション

金融

2.7

プロモーション
・海外

4事業合計

▲3.3億円

4事業合計

14.7億円

4事業合計

34.2億円

ソリューション

21.121.1金融

デジタル

ソリューション

プロモーション
・海外

金融

デジタル

ソリューション 金融

デジタル

ソリューション

4事業合計

66億円

プロモーション
・海外

プロモーション
・海外
プロモーション
・海外

＋32億円

（＋94％）

4事業合計

14.7億円4事業合計

▲3.3億円

は4事業合計

デジタル事業の創業赤字等により

FG連結利益への貢献度 低

デジタル事業の黒字化、
金融・ソリューション事業の利益拡大

FG連結利益への貢献度 向上

（計画値）
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665 
715 

842 

1,002 

187 217 224 252 

24/3 25/3 26/3 27/3

48,331 49,530 50,145 50,800 

5,650 5,572 5,317 6,060 

24/3 25/3 26/3 27/3

事
業
性
Ｆ

利
回
り

ＲＯＲＡ
（事業性F）

法人戦略① ： 貸出（きらぼし銀行）

貸
出
金
利
回
り

（貸
出
金
全
体
）

（中計）

（中計）（中計）

（中計）

ＲＯＲＡ
（貸出金全体）

きらぼし銀行 貸出金利回り貸出金残高（きらぼし銀行）

きらぼし銀行 RORA推移

（中計）

（中計）（中計）

（中計）

（単位：億円）

■ 事業性ファイナンスはバーゼルⅢ最終化の段階適用の関係によりRORAが低下するも貸出金全体ではRORA上昇基調

■ 貸出金利息以外のコンサルティングフィーやM&Aフィーの増加により、グループ一体で法人役務収益の増強を目指す

うち
事業性Ｆ

貸出金全体

（中計）

うち
事業性Ｆ

貸出金利息（きらぼし銀行）
法人役務収益（きらぼし銀行）

＋グループ収益

貸出金全体

事業性Ｆ

事業性Ｆ
以外

コンサル
Fee

M&A
Fee

（単位：億円）（単位：億円）

58 
50 52 52 

12 
11 12 13 

7 
8 

9 
14 

3
5

6

2082 
76 

81 

99 

24/3 25/3 26/3 27/3

（計画値）

3.37%

3.95%
4.26% 4.42%

1.38% 1.47%
1.70%

1.98%

24/3 25/3 26/3 27/3

4.4%

3.9% 4.0%
3.6%

2.0%
2.2%

2.5% 2.9%

24/3 25/3 26/3 27/3

貸
出
金
利
回
り

（貸
出
金
全
体
）

（計画値）

（計画値）

（計画値）

（計画値）

グループ収益

事業性F

貸出金全体

事業性F

貸出金全体
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■ 適切なアセットコントロールと仲介機能の発揮により、貸出残高の積み上げに頼らず収益を拡大する

■ 事業承継融資・出資にかかる高付加価値な提案により、取引先の課題解決を支援し、顧客との継続的な信頼関係を構築

～23年度 26年度～24～25年度

• 本部専門部署でノウハウを蓄積
• LBO・ノンリコースローンの行内
体制を整備

• きらぼしキャピタル/きらぼしコン
サルティング組織の高度化

• 培ったノウハウを活かし、当行起
点の事業承継融資・出資を増加
させ、営業店の取引先に展開

• 上場企業の非公開化支援などの
取組みを強化

• あらゆる類型の承継を融資、出資、
コンサルティングで支援

• グループシナジーの更なる発揮
• 地銀/PEファンド等外部連携強化で
大型案件にも対応

基礎構築取組み

施策

実績化 更なる成長

法人戦略② ： 事業承継融資等への体制構築と更なる成長

本部
専門
部署

営業店

5,572 5,317 
6,060 

1,647 
2,013 

268 
277 

25/3 26/3 27/3

事業性ファイナンスの実績推移

実行額

事業性
ファイナンス残高

左：事業性F残高
右：実行額

左：事業承継/M&A
融資実行額

右：きらぼしキャピタル
による出資額

利息収入と
役務収益の合計

（単位：億円）

※管理会計ベース

※管理会計ベース

304 

677 

42 
160 

25/3 26/3 27/3

事業承継/M＆A
融資実行額

きらぼし
キャピタル

出資額

（単位：億円）

事業承継融資・出資の実績推移
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26

47

65

50
6

30

41

30

33

77

107

80

24/3 25/3 26/3 27/3

348 366 348 378

320
346

480
472

668

712

828
850

24/3 25/3 26/3 27/3

上記以外
運営ファンド

きらぼし
キャピタル
運営ファンド

上記以外
運営ファンド

きらぼし
キャピタル
運営ファンド

法人戦略③ ： エクイティ投資ビジネス1

4.9%
6.3%

9.6%
11.1%

PEファンド収益

（単位：億円）

PEファンド利回り

【3年平均利回り】

■ PEファンドへの出資については残高が積み上がっており、FG連結利益を構成する上での重要ファクターに成長

■ 25/3期および26/3期は出資先ファンドで大口のEXIT等があり収益増加の変動が大きかったものの、今後も安定収益を期待

きらぼし銀行 PEファンド出資額（LP）

きらぼし
キャピタル
運営ファンド

上記以外
運営ファンド

きらぼし
キャピタル
運営ファンド

上記以外
運営ファンド

（単位：億円）

（予想値）

（計画値） （計画値）
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928 

1,221 1,249 1,289 

1,650 

527 
668 712 

828 850 

23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

422 

652 652 
722 

822 

196 

305 
370 

555 

755 

23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

法人戦略④ ： エクイティ投資ビジネス2

（単位：億円）
きらぼし銀行 PEファンド出資額（LP） きらぼしキャピタル 運営ファンド

（単位：億円）

■ 事業承継に伴うエクイティファイナンスのニーズは高く、ファンドへの出資残高は増加

■ きらぼしキャピタルの出資先については、企業価値向上によりEXITを目指す

出資ファンド内訳 件数 出資枠

● ベンチャーファンド 25件 68億円

● 再生・デットファンド 9件 30億円

● バイアウトファンド 75件 395億円

● その他 （インフラ 等） 4件 21億円

● その他 (
きらぼしキャピタル
きらぼしコンサルティング ) 10件 702億円

● その他（海外籍） 6件 69億円

計１29件 計1,289億円

名称 概要 出資総額

夢・かがやき1号 26億円

KCPバイアウト１号 ３０億円

夢・はばたき1号 20億円

夢・はばたき2号 40億円

A&KC メザニン・ファイナンス1号 ２２５億円

A&KCメディカル1号 ３０億円

KCPエクイティアシスト1号 (マイノリティ 8０億円

東京Sparkle ２００億円

８件 計6５2

２０26年3月時点_出資ファンド 2026年3月時点_運営ファンド

出資枠

出資残高
（簿価）

投資累計額

出資総額

名称 概要 出資総額

● 夢・かがやき1号 バイアウト投資 26億円

● KCPバイアウト１号 バイアウト投資 80億円

● 夢・はばたき1号 ベンチャー投資 20億円

● 夢・はばたき2号 ベンチャー投資 40億円

● A&KC メザニン・ファイナンス1号 メザニンファイナンス ２7５億円

● A&KCメディカル1号 メディカルファンド ３０億円

● KCPエクイティアシスト1号 エクイティ出資(マイノリティ) 8０億円

● KCPエクイティアシスト2号 エクイティ出資(マイノリティ) 50億円

● 東京Sparkle エンゲージメント投資 120億円

9件 計722億円

2026年3月時点_運営ファンド

（計画値） （計画値）
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ｚ

ｚ

投資用不動産ローン

消費性/目的別ローン

個人戦略

■ 預かり資産残高・ローン残高共にグループ会社が牽引する形で、グループ全体の残高を積み上げ

■ グループのリソースを活用し、より高付加価値な提案や利便性の高いサービスを提供することで、顧客課題の解決を一層支援

6,299

UI

きらぼし

UI

きらぼし

7,200

予想値

（単位：億円）

（単位：億円）

3,500

予想値

300

予想値

（中計）

（中計）

（中計）

(仮）

(仮）

(仮）

(仮）

顧客

CRM
データ分析・活用

マス・若年層

きらぼし銀行

トランザクションデータ分析

パーソナライズ
提案

アウトバウンド
コール

データ
（取引情報等）

UI銀行

預金
ローン

富裕層

デジタルを活用した

パーソナライズ提案

マス・若年層

当社の優位性

■肥沃なTOKYOマーケットには富裕層も多く、顧客開拓余地が大きい
■対面において一定の取引条件を満たしたお客様に対して、投資信託ファンド・ラップを

ノーロードで販売
■顧客ニーズに応じて、対面と非対面のハイブリッドでのチャネルを提供

富裕層

グループの専門性を活かした

コンサルティング営業

2,751 2,715 2,721 2,721 

240
922

1634
2,751 

2,956 

3,644 

4,355 

24/3 25/3 26/3 27/3

189 
220 236 250 

65

150

192

233

302

400

24/3 25/3 26/3 27/3

投資用不動産ローン

消費性/目的別ローン

（単位：億円）

（単位：億円）

住宅ローン

UI

きらぼし

（単位：億円）

6,297 6,059 5,820 5,100 

305 1,698 
3,427 

6,297 6,365 

7,278 

8,347 

24/3 25/3 26/3 27/3

グループ連携による個人戦略イメージ★

住宅ローン
住宅ローン

（単位：億円）住宅ローン （単位：億円）投資用不動産ローン （単位：億円）消費性/目的別ローン

UI

きらぼし

UI

きらぼし

UI

きらぼし

2,844 2,900 

4,754 

1,544 1,422 

1,567 2,520 2,652 

2,810 

168 137 

160 

7,078 7,113 

9,293 

24/3 25/3 26/3 27/3

ＫＬＤ合計
（※）

公共債

保険

投資信託

きらぼし
銀行

（単位：億円）預かり資産残高

デジタルを活用した

パーソナライズ提案

パーソナライズ提案

営業支援

コンサルティング提案

専門性を活かした

コンサルティング提案

顧客情報可視化・分析と

効率化による営業支援

きらぼし
ライフデザイン

証券

きらぼし
コンサルティング

グループ一体による
専門性を活かした

コンサルティング提案

顧客情報可視化・分析による

営業支援・効率化

きらぼし銀行
UI銀行

（計画値）

（計画値）（計画値）（計画値）
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※譲渡性預金は含まない
※25/3以前のUI銀行の数値は「個人預金」のみ

顧客別預金残高

22/1 UI銀行開業

きらぼし銀行

⚫ メイン化取組み先の決済性預金、職域先からの預金獲得
⚫ 融資シェアに見合う預金の獲得
⚫ 富裕層・法人オーナーへのアプローチ強化
⚫ 年金受取・給与受取等の利用推進

ＵＩ銀行

預金残高

※一般社団法人全国地方銀行協会「財務諸表分析」により作成
※譲渡性預金は含まない

地方銀行平均
預金残高推移

きらぼし
預金残高推移

（単位：億円、%）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

⚫ グループ取引先の複合取引による預金獲得
⚫ 住宅ローン先に対する給与振込等利用促進
⚫ BaaS等のデジタルプラットフォーム構築による預金獲得

きらぼし
預金残高

()内は当社と地方銀行の預金残高増加の差

法人預金

個人預金

UI銀行
個人7,646
法人 413

（前期比+489）

その他預金
(地方公共団体等)

■ デジタルとリアルの特性を活かしたアプローチにより、法人・個人の粘着性のある預金を中心に残高を積み上げる

■ UI銀行が開業、本格稼働した23/3期以降の当社グループの預金残高増加率は、地方銀行の預金増加率を大きく上回る

預金戦略

顧客別預金残高（FG合算）
（単位：億円）

法人預金

個人預金

UI銀行
個人7,646
法人 413

（前期比+489）

その他預金
(地方公共団体等)

3,358 4,034 
6,952 8,059 10,066 

30,210 29,999 
29,295 28,789 

29,290 

19,966 20,833 
22,118 

23,311 

24,497 

3,305 
3,895 

3,264 1,959 

3,411 

56,841 
58,763 

61,630 62,120 

67,264 

23/3 24/3 25/3 26/3 27/3

※譲渡性預金を含まない
※25/3期以前のUI銀行の数値は「個人預金」のみ

個人

法人

その他預金
（地方公共団体等）

きらぼし
銀行 53,482 54,728 54,678 54,060 57,198

UI銀行 3,358 4,034 6,952 8,059 10,066

法人預金
（きらぼし+UI）

19,966 20,833 22,118 23,724 24,917

個人預金
（きらぼし+UI）

33,569 34,034 36,247 36,436 38,923

個人預金計
（きらぼし＋UI）

36,436
（＋188）

個人預金計
（きらぼし＋UI）

36,247

ＵＩ銀行
個人 7,646
法人 413

種類別預金残高（FG合算）

（ 2021年3月 =100）

(＋9pt)

（＋14pt）

+7pt

+9pt

+14pt32,399 
34,165 36,274 

37,904 38,313 
39,246 

16,804 
17,187 

19,857 
20,290 22,769 22,431 700 

465 

709 
568 

548 441 

49,904 51,818 
56,841 

58,763 
61,630 62,120 

0.01 0.01 0.02 0.04 
0.12 

0.35 

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

ＵＩ銀行

きらぼし
銀行 0.01% 0.01% 0.01% 0.02% 0.09% 0.28%

UI銀行 ― 0.28% 0.27% 0.33% 0.39% 0.87%

＜利回り内訳＞

＜残高＞

流動性預金

定期性預金

（63%）

（36%）

※（ ）内は構成比

預金利回り
（FG合算）

（計画値）

その他
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デジタルリテール事業のシェア拡大
デジタルマーケティングによる取引拡大

企業DX支援
決済プラットフォーム構築

企業向けSaaSサービス（経費・勤怠等）

プラットフォーム事業の拡大
金融収益に加え、BaaSフィー等の収益拡大

グループのデジタルプラットフォーム構築
（グループ統合アプリ、システム集約）

AI活用基盤整備
生成AI 「きらChat」構築
AI活用アイディアコンテスト開催

デジタル戦略部門 強化
組織再編 デジタル領域推進

商店街向けAtoA決済提供

武蔵小山商店街振興会 パルムUI Pay

AI社内プラットフォーム

きらChat

2025 2026 2027 2028 2029 2030
▼2022年1月 

UI銀行開業

▼2025年10月 KYODAI Bank開始
▼2025年1１月 CQバンク開始

■ 「リテール」「CRM活用」「プラットフォーム」「システム構築」の４つを軸として、FG横断的にデジタル戦略を推進

■ 今中計期間中は、デジタル営業の基礎構築とデジタルリテールのマネタイズ体制の構築を行う

デジタル戦略

リテール

CRM
活用

プラット
フォーム

システム
構築

■ リテール営業体制構築・収益化

デジタル拠点の拡大
[きらぼし Digital ラボ SAGAMIHARA]
UI銀行新商品リリース
[はたらくサイフ/まもりのサイフ]

■ グループ統合情報基盤の構築

■ デジタルとリアルの融合推進

CRM利用をグループ7社へ拡大

■ システム高度化の基礎構築

法人向け福利厚生アプリ [会社アプリ]
AI社内プラットフォーム [きらChat]

リテール

CRM
活用

プラット
フォーム

システム
構築

デジタル
リテール

CRM
活用

プラット
フォーム

システム
構築

リテール

CRM
活用

プラット
フォーム

システム
構築

25/10

25/6

25/6

25/11

25/10

26/3

電力会社向けBaaS提供

CQ BANK
在留外国人向けBaaS提供

KYODAI Bank

グループ統合情報基盤の構築

         CRM利用をグループ7社へ拡大

UI銀行新商品リリース

[はたらくサイフ/まもりのサイフ]

デジタル拠点の拡大

[きらぼし Digital ラボ SAGAMIHARA]

法人向け福利厚生アプリ

会社アプリ

次期システム稼働（きらぼし銀行）

基幹系システム更改

デジタル
リテール

CRM
活用

プラット
フォーム

システム
構築
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「きらぼしＤｉｇｉｔａlラボ ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ」 の特長

新形態拠点による新たな顧客接点

■ デジタル体験や相談業務に特化した店舗など、新しい形態の拠点を設置

■ 大型商業施設内への設置や休日の営業等により、従来型の店舗とは異なる新たな顧客接点を通じてあらゆるサポートを展開

1
空中ディスプレイ
＋ アバター接客

2
きらぼし

インフォサイネージ

3
体験型コンテンツ

4
きらぼし

タッチサイネージ

5
銀行アプリ

体験コーナー

6
音声

リアルタイム翻訳

7 8
遠隔相談ブース

キッズスペース
授乳室

「きらぼしＤｉｇｉｔａlラボ ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ」 の特長

１．最新のデジタル体験
サイネージによる情報発信や資産運用を学べる体験型コンテン
ツ、音声リアルタイム翻訳、遠隔相談ブースによる相談にも対応
金融経済教育のイベントなども開催予定

２．アプリ体験のサポート
きらぼし銀行・UI銀行のアプリデモ機を設置し、
金融のデジタル取引への不安解消をサポート

３．地域情報の発信
相模原市のイベント情報や地域の特産品・支援制度などを発信

１．最新のデジタル体験
サイネージによる情報発信や資産運用を学べる体験型コンテン
ツ、音声リアルタイム翻訳、遠隔相談ブースによる相談にも対応
金融経済教育のイベントなども開催予定

２．アプリ体験のサポート
きらぼし銀行・UI銀行のアプリデモ機を設置し、
金融のデジタル取引への不安解消をサポート

３．地域情報の発信
相模原市のイベント情報や地域の特産品・支援制度などを発信

1
空中ディスプレイ
＋ アバター接客

2
きらぼし

インフォサイネージ

3
体験型コンテンツ

4
きらぼし

タッチサイネージ

5
銀行アプリ

体験コーナー

6
音声

リアルタイム翻訳

7 8
遠隔相談ブース

キッズスペース
授乳室

「きらぼしＤｉｇｉｔａlラボ ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ」

⚫ デジタル・キャッシュレス拠点
（一般的な銀行業務の取扱なし）

⚫ 平日・土・日 10～17時営業
⚫ 最新のデジタル体験・アプリ体験サポート
⚫ 地域情報の発信

デジタル体験や幅広い相談ニーズへの対応など
新形態の拠点を展開し、新たな顧客接点を創出

⚫ 相談特化型店舗
（資産運用・各種ローン相談）
（一般的な銀行業務の取扱なし）

⚫ 平日・土・日・祝日 10～18時営業
⚫ アバター行員が接客
⚫ 商業施設「アリオ北砂」内に設置

「きらぼしラウンジ北砂」

⚫ キャッシュレス店舗
⚫ 平日 10～19時、土・日・祝 10～17時

（平日15時以降・土日祝は相談業務のみ）
⚫ アバター行員が接客

「新綱島支店」

東京

神奈川
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2,621件 / 618億円

スタートアップ/創業融資

スタートアップ（SU）戦略 / 海外戦略 ①

大型カンファレンスへの参画
― 「SusHiTecｈ Tokyo」

中部・関西エリアの活動開始
― 国内最大級施設「STATION Ai」 会員

イベント開催 / 共催

ネットワーク

ファイナンス（融資・投資）
事業家支援
ピッチイベント
アクセラレーションプログラム
オープンイノベーション
PoC（実証実験）

価値創造 累計取引実績 （※）

8,０００名超 （累計） 1,884社

■ 「地域社会への貢献」を目的として、SS（Start-up Studio）部を中心に東京都のスタートアップ施策と連携した活動を実施

■ 国内外のネットワークを活用して顧客の価値創造支援を行いながら、スタートアップの育成を行う

26件 / 9.7億円

出資

投資家、VC、事業会社、SUとの交流 SUの企業価値向上支援

■ 国内外パートナーと連携したSU支援

※2023年7月、 「 SS （Start-up Studio） 部 」 創設以降

2026年度 東京都の施策と連携したSU活動により更なる実効性を高める

ベンチャーキャピタル、自治体、大学等

国内外パートナー

ベンチャーキャピタル、自治体、大学等

国内/海外スタートアップ

大企業・中堅企業

ファイナンス・
ビジネスマッチング仲介オープン

イノベーション支援
連 携

海外進出支援
日本進出支援

きらぼし

「地域社会への貢献」を目的として東京都のSU施策と連携したSU活動

国内外パートナー

ベンチャーキャピタル、自治体、大学等

国内/海外スタートアップ

大企業・中堅企業

ファイナンス・
ビジネスマッチング仲介オープン

イノベーション支援
連 携

海外進出支援
日本進出支援

きらぼし

●新韓銀行、BNK金融グループ、慶南銀行、仁川創造経済革新センター、

済州国際自由都市開発センターとのスタートアップ共同支援

●中国ベンチャーファンドへの出資

●ベトナム・タンロングループと提携

●日新電機と提携

●シンガポール現地ファンドへの出資

●北欧ベンチャーファンドへの出資

●北欧最大のスタートアップイベント出展

北欧

東アジア

東南アジア

■KIRABOSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM COMPANY LIMITED

（ベトナムコンサルティング現法）

■タイ・バンコク駐在員事務所

■綺羅商務諮詢（上海）有限公司

（中国・上海コンサル現法）

■信銘冠嘉商務諮詢（北京）有限公司

（中国・北京コンサル現法）

■きらぼしグループ拠点

海外での取組み

●新韓銀行、BNK金融グループ、慶南銀行、仁川創造経済革新センター、

済州国際自由都市開発センターとのスタートアップ共同支援

●中国ベンチャーファンドへの出資

●ベトナム・タンロングループと提携

●日新電機と提携

●シンガポール現地ファンドへの出資

●北欧ベンチャーファンドへの出資

●北欧最大のスタートアップイベント出展

北欧

東アジア

東南アジア

■KIRABOSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM COMPANY LIMITED

（ベトナムコンサルティング現法）

■タイ・バンコク駐在員事務所

■綺羅商務諮詢（上海）有限公司

（中国・上海コンサル現法）

■信銘冠嘉商務諮詢（北京）有限公司

（中国・北京コンサル現法）

■きらぼしグループ拠点

海外での取組み
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■ アジア各国の企業や支援機関と連携体制を構築し、双方向の海外展開支援を強化

■ エクイティ投資を通じたハンズオン支援や国際協力銀行との金融連携により海外展開における金融支援を強化

新韓金融G
国内外で多様な金融サービス
を提供する大手金融グループ

BNK金融G
地域密着の総合金融サービス
を提供する最大規模の
地方金融グループ

JDC※

済州の開発・観光・産業を
企画・推進する公的開発機関

CCEI※

スタートアップの発掘・育成・
投資を行う公的支援機関

日本企業
韓国進出支援

韓国企業
日本進出支援

・韓国スタートアップ支援機関と覚書を締結し、支援機関推薦先の日本展開支援を強化
・日韓クロスボーダーネットワークを活用し、日本企業の海外展開を支援

きらぼし銀行
きらぼしコンサルティング

韓国支援機関と連携した日韓企業の海外支援体制構築
（日韓クロスボーダーネットワーク）

海外展開支援

国際協力銀行（JBIC）との金融連携

• JBICと「地域金融機関の海外事業モニタリング支援枠組み」に関するMOU締結
• モニタリング情報の提供を受け、中堅・中小企業の海外展開に関する金融支援を強化

きらぼし JBIC

日本企業
海外子会社 協調融資協調融資

韓国企業
韓国スタートアップ企業

日本企業
日本スタートアップ企業

日本ベトナム

ベトナムローカル企業と連携した
日本展開支援・ベトナム展開支援

・日本の中堅・中小企業のベトナム展開支援
・日本企業との現地協業を仲介

（アウトバウンド支援）

・日本向け米輸出、販売支援
・日本での事業展開支援

（インバウンド支援）

双方向の
支援体制構築

海外ビジネスへのエクイティ投資とハンズオン支援

・取引先と海外企業の協業支援を通じて、海外の新規ビジネスを創出

・コンサルティング支援に留まらず、新規ビジネスへのエクイティ投資を通じて、海外ビジ
ネスの成功に向けてハンズオン支援を実行

※
CCEI：創造経済革新センター
JDC：済州国際自由都市開発センター

「海外展開支援」、「エク
イティ投資・金融支援」

の２軸で記載

「日韓クロスボーダー
ネットワーク」は図の構

成を修正

モニタリング

モニタリング情報の提供

日韓クロスボーダーネットワーク

海外展開支援 エクイティ投資・金融支援

スタートアップ（SU）戦略 / 海外戦略 ②
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ｘ

ウェルビーイングと人的資本経営①

人的資本の価値を
最大化する循環

企業の成長

働きがい

TOKYOに、つくそう。
～企業価値の向上～

「きらぼしびと」の
ウェルビーイング

社会貢献

自らの幸せ

自己実現 組織の発展

社会貢献、組織の発展、自己実現、自らの幸せを実現させること 職員一人ひとりが自らの価値を高め、企業価値向上に貢献する

職場環境の整備

企業文化の醸成

個の強化

働きがいのある舞台
価
値
あ
る
成
果
の
創
出

* 「きらぼしびと」とは、自利利他の精神を持ち、行動指針を基に考動し「きらぼしフィロソフィー」を実践するひと

きらぼしフィロソフィー
人材育成・職場環境整備

人的資本の充実

■ 「きらぼしびと」である職員のウェルビーイングを本気で応援し、人的資本の価値を最大化する好循環を創造

■ TOKYOにつくすことで、お客さま・地域社会・職員のウェルビーイングを実現
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ウェルビーイングと人的資本経営②ウェルビーイングの実現

ウェルビーイング実現に向けた具体的な取組みウェルビーイング経営KPI

定期的なサーベイ実施
結果が毎年度上昇することを目指す

ウェルビーイングを実現する要素として、

特に重視するサーベイ設問をKPIとして設定

P Positive Emotion ポジティブな感情

E Engagement 仕事に集中

R Relationships 人間関係が良好

M Meaning 働く意味を実感

A Accomplishment 成長を実感

■ 「企業文化の醸成」「職場環境の整備」により職員のウェルビーイングを実現

■ 職員一人ひとりのウェルビーイング状態を可視化するため定期的にサーベイを実施、毎年度上昇することを目指す

２０２5年度 サーベイ結果

３．42pt /5.00pt

２０２４年度 サーベイ結果

３．３８pt /5.00pt

● ウェルビーイングを実現する要素
「ＰＥＲＭＡ（パーマ）」

企業文化
の醸成

エンゲージ
メント
の向上

●パーパスの浸透

   ｢部店内つくそう企画」

・ 営業部店・支社・本部・グループ会社の

地域課題とそれに対する取組み、

特に顕著な取組みを行った部店を表彰

「若手つくそうプロジェクト」

・ 自ら手を挙げて選出された若手メンバーが主体的に活動

・ アンケートや社内交流会を実施。職員の声から職場環境整備策を提言

4年連続実施
2026年度平均3.2%

ベースアップ

2025年度まで

3年連続実施

RS付与
(譲渡制限付株式)

●ダイバーシティ＆
インクルージョン

年次有給休暇
取得推進

➢制度休暇新設
「ウェルビーイング休暇」※

➢年次有休取得目標９０％

2025年度取得率

女性・男性とも100%

育児休業取得推進

女性管理職比率

２０２５年度 20.5％

(2023年度 18.7%)

シニア人材活躍

70歳まで雇用維持

人材活躍推進ダイバー
シティ＆

インクルー
ジョン

外国籍人材在籍者数

２０２５年度 24名

(2023年度 18名)

※原則月1回（長期休暇取得月を除く）
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ウェルビーイングと人的資本経営③人材育成

専門部署への戦略的配置、社内外研修

育 成

プロフェッショナル人材の積極採用

採 用

入
社

ベ
ー
シ
ッ
ク
ス
テ
ー
ジ

マネジメント
希望

プロフェッショナル
希望

スタッフ
(定型業務)

経営人材 理事

戦略ディレクター

役員

* 役員候補

* 役員と同処遇のスペシャリスト
専門人材

法人ファイナンス・
事業再生

コンサルティング

デジタル

プライベート
バンキング

早期
戦力化

外部機関への派遣中途採用の継続

専門部署でのＯＪＴ実践

社外派遣による異業種経験

サクセッションプランの拡充

個の強化に向けた取組み

サクセッション研修 ４階層実施
（役員/理事/理事候補/次期リーダー層）

社外派遣 42名
（外部機関・異業種・MBA等）

９９１ 1,113

専門人材 （名）

人材育成投資額

24年度
実績

25年度
実績

400 ４83

デジタル人材 （名）

24年度
実績

25年度
実績

デジタル関連研修

延べ 2,684名
FG全体2025年度受講実績
生成AI活用/デジタル業務効率化研修

２4年度実績

4.1 億円

２5年度実績

5.0 億円

中途採用人数

93名
FG全体2025年度実績

■ 「個の強化」に向けた取組みを充実させることで、自らの価値を高め、企業価値向上に貢献できる専門人材を育成

■ 各分野の専門人材の採用・育成・配置ができる体制を整備、積極的な人材育成投資を実施
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カーボンニュートラルへの取組み（中長期目標）

CO２排出量

2030年度までの
CO2排出量削減

Scope１，２

2030年度

カーボンニュートラル

10,985 

4,130 

2,159 2,076 2,075 

2013 2022 2023 2024 2025

2,075

81.1％
削減

（t-CO2）

（年度）

ＣＮに向けたロードマップ きらぼしグループのサステナビリティ目標

■ 2025年度にTNFDへの賛同を表明

■ Scope１、２については、2030年度までにカーボンニュートラル（CN）を目指す

Scope１，2

Scope3

サステナブル
ファイナンス
（環境向け）

TNFD

20262024 2025

排出量
81.1％削減

累計1,300億円
（2022年度～）

TNFD
賛同を
表明

2030年度までに

カーボンニュートラル達成

2030年までに

累計目標2,000億円

開示の
高度化

※ 「きらぼしカーボンニュートラル支援パッケージ」：きらぼしグループが一体となり、CNへの取組みを支援

CO2排出量可視化支援

らぼしカーボンニュートラル
支援パッケージ※

東京都施策×きらぼし支援

■ 東京都施策との連携によるカーボンニュートラル支援

地域経済へのインパクト

地域社会へのインパクト

✓ 中小企業の脱炭素化
✓ エネルギーコスト削減
✓ 雇用創出
✓ 地域全体の競争力向上その他

グリーン預金
CQ BANK

2025年11月
取扱い開始

森林保全活動の継続（「企業の森・きらぼしの森」）

2027 2028

きらぼしカーボンニュートラル
支援パッケージ ※

✓ ゼロエミッション東京
✓ 省エネ・再エネ導入補助
✓ EV・充電インフラの導入促進

東京都施策

【きらぼし支援】

きらぼし支援

きらぼしカーボンニュートラル
支援パッケージ※

⚫排出量可視化・コンサルティング
⚫サステナブルファイナンス
⚫補助金活用支援

◼ ゼロエミッション東京
◼ 省エネ・再エネ導入補助
◼ EV・充電インフラの導入促進

東京都施策 きらぼし支援

きらぼしカーボンニュートラル
支援パッケージ※

⚫ 排出量可視化・コンサルティング
⚫ サステナブルファイナンス
⚫ 補助金活用支援

UI銀行UI銀行

UI銀行

事業者パートナーのアプリ

金融機能を
ホワイトラベル提供

ＢａａＳＢａａＳ
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3．企業価値向上策・資本政策
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企業価値向上策① ： PBR改善に向けた取組み

ROE

RORA

財務
レバレッジ

収益力強化：事業ポートフォリオの進化
・最適な経営資源配分
・適切なリスクリターン確保

経費コントロール
・ベース経費削減
・必要なDX投資や成長領域経費を計上

リスク・アセットコントロール
・低採算から高採算アセットに切り替え
・地域活性化事業にアセット配賦

株主還元の充実、資本政策
・株主還元
・資本健全性・キャピタルアロケーション

PER

株主資本
コスト

期待成長率

株主資本コストの低減

・事業ポートフォリオの分散と進化

・持続的安定収益の計上

期待成長率の上昇

・地域社会への貢献とサステナ経営の進化

・成長戦略の開示

PBR

PBR ＝ × PERROE

ROE ＝ RORA
財務

レバレッジ×

PBR向上に向けたロジックツリー

当期純利益
（FG連結）

OHR

RORA

自己資本
比率

資本コスト

PER

〇
戦略資本
の活用

〇
資本の質

向上

第1種転換
(150億円)

△
資本減少

  (ROE向上)

第2種償還
(400億円)

4.0倍 4.0倍 4.0倍

個
人
株
主
が
投
資
し
や
す
い
環
境
を
整
備
し
、
当
社
株
式
の
流
動
性
を
高
め
る

株式分割

〇※
資本コスト
低減に寄与

△
普通株式
数増加

〇
希薄懸念

払拭

5/8公表：資本政策の影響

成長戦略

・グループ総合力で顧客課題を解決

・きらぼし銀行に加えグループ会社収益の
貢献度向上

※優先株式償還により普通株主に帰属する企業価値の変動幅（β）の低減を見込む
（株主資本コスト：リスクフリーレート + β（株価感応度） x （市場の期待収益率 – リスクフリーレート)）

グループ
戦略

法人戦略

個人戦略

デジタル
戦略

預金戦略

・メイン化推進による事業承継融資･出資の拡大
・アセットの回転で貸出残高に頼らない収益拡大
・インフレ時代に対する福利厚生ソリューション提供

・顧客ニーズに応じて、対面と非対面の
ハイブリッドでのサービスを提供

・グループリソースを活用した高付加価値提案や
利便性の高いサービスの提供と課題解決

・法人取引先オーナー・役職員への展開

・2バンク体制（デジタル・リアルハイブリッド）
・競争力のある商品提供により預金拡大
・デジタルとリテールが融合した低コスト運営
・メイン先の決済口座と粘着性ある預金確保

・デジタルプラットフォーム事業で利用者拡大

・BaaSやララPayプラス等の機能を活用し
地域社会の持続的発展に貢献
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企業価値向上策② ： 事業ポートフォリオの進化（除く きらぼし銀行）

■ UI銀行の黒字化により、「デジタル事業」の事業価値は大きく改善

■ 資本コストを反映した事業評価指標を導入 : 事業価値 ＝ 利益 ー （ 配賦リスク資本 × 株主資本コスト ）

■ デジタル、金融、ソリューション事業などの相乗効果により、グループ全体でデジタルとリアルが融合したビジネスを構築

デ
ジ
タ
ル

■ UI銀行 ■ きらぼしテック

UI銀行の損益が改善し、事業価値向上
25年度黒字化達成、更なる事業価値向上を目指す

金
融

■ 東京きらぼしリース ■ きらぼしキャピタル
■ きらぼしライフデザイン証券 ■ きらぼし債権回収
■ きらぼしインシュアランスエージェンシー ■きらぼしJCB
■ きらぼし信用保証 ■八千代信用保証

金融事業とコンサル等の非金融事業が融合したメイン
化取引の推進で事業価値向上

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

■ きらぼしコンサルティング ■きらぼしシステム
■ アイティーシー ■ きらぼしビジネスオフィスサービス

グループ連携による経営コンサルやDXソリューション
の提供により利益が拡大し、事業価値向上

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

・海
外

■ ビー・ブレーブ ■ きらぼしビジネスサービス
■ 綺羅商務諮詢（上海） ■ 信銘冠嘉商務諮詢（北京）
■ KIRABOSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM

取引先の海外進出やマーケティング戦略の展開を
きめ細かく支援

事業価値

リスク資本

金融事業
（きらぼし銀行除く）

ソリューション事業 デジタル事業

高

2026年3月

2024年3月

プロモーション
・海外事業

プロモーション
・海外事業

※ 円のサイズは事業別利益規模(デジタル事業の破線円は利益がマイナスの値）

多
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企業価値向上策③ ： 経費コントロール

（単位：億円）
コアＯＨＲ・経費

■ コア業務粗利益増加の一方、システム投資やグループ戦略による減価償却費や業務委託費の増加等により物件費が増加

■ 人件費はベースアップを行いつつ、DX推進により業務効率化・生産性向上を目指す

■ 必要な成長領域投資を選別して対応

きらぼし銀行

229 215 220 224

251 282 296 299

50
51

54 52
531

549
571 575

24/3 25/3 26/3 27/3

人件費

物件費

（先行投資）

税金

（79）（62）
（76）

57.8 57.9 55.2 55.0 

（74）

前年同期比 増減要因
（ 26/3 → 27/3 ）

③ベースアップ等

①業務委託費・
経営管理料

④退給費用

物件費物件費
▲2＋5

＋5 ▲2

②先行投資

人件費人件費

（億円）

（計画値）
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企業価値向上策④ ： リスク・アセットコントロール（全体像）

■ 25/3期～26/3期は、優先株式償還に向けた内部留保の蓄積の観点からリスク・アセットコントロールを実施

■ 27/3期は、採算性の低いアセットを削減し、以下高採算ビジネスや成長分野へ注力

✓ メイン化等による複合的な収益が期待できるビジネス

✓ 顧客ニーズに対応したエクイティ投資ビジネス

✓ UI銀行やきらぼしテックなどの成長分野であるデジタルリテール事業

リスク・アセット

39,904

（単位：億円）

RORA 0.12％

事業性貸出

有価証券等

PEファンド

その他

RORA
0.64％

（+0.52％）

リスク・アセット

32,638

リスク・アセット

40,385

事業性貸出

有価証券等
PEファンド

その他

RORA
1.04％

（＋0.40％）

+6,085

▲573

+394

+1,360
+652

▲989
▲127

▲723

FGベース
UI銀行

＋1,668

※1  「FGベースUI銀行」は、UI銀行単体の信用リスク・アセットからきらぼし銀行向け貸出金および預け金のリスク・アセットを控除した金額
※2 事業性貸出および有価証券等は、UI銀行のリスク・アセットは含まず

RORA向上 / ROE向上

事業性貸出増加により

リスク・アセットは増加

21/3～24/3

RORA向上 / ROE向上

コントロールにより

リスク・アセットは抑制

24/3～26/3

UI銀行にて
個人ローン
取扱開始
（ 24/8～ ）

ROE

1.37%

リスク・アセット

45,020

事業性貸出

有価証券等
PEファンド

その他

RORA
0.88％

（▲0.16％）

＋1,683

＋818
+408

+0

FGベース
UI銀行

＋1,801

RORA向上 / ROE向上

コントロールにより

リスク・アセットは抑制

24/3～26/3

UI銀行にて
個人ローン
取扱開始

（ 24/8～ ）

リスク・アセット

39,904

RORA
0.12％

事業性貸出

有価証券等

PEファンド

その他

RORA
0.64％

（+0.52％）

リスク・アセット

32,638

リスク・アセット

39,904
リスク・アセット

40,385

RORA
0.64％ 事業性貸出

有価証券等
PEファンド

その他

RORA
1.04％

（＋0.40％）

+6,085

▲573

+394

+1,360
+652

▲989
▲127

▲723

21/3 24/3 24/3 26/3

2021 － 2023年度（前中計期間） 2024 － 2025年度（現中計2年間）

FGベース
UI銀行

＋1,668

UI銀行にて
個人ローン
取扱開始

（ 24/8～ ）

ROE

1.37%

ROE

7.41%

ROE

7.41%

ROE

10.6%

リスク・アセット

40,385 リスク・アセット

45,020

RORA
1.04％

事業性貸出

有価証券等
PEファンド

その他

RORA
0.88％

（▲0.16％）

＋1,683

＋818
+408

▲75

24/3 26/3

2026年度（中計最終年度）

FGベース
UI銀行

＋1,801

ROE

10.6%

ROE

9.19%

21/3期 24/3期 26/3期 27/3期

前中計期間（3年間推移） 現中計期間（2年間推移） 現中計最終年度（１年間推移）

ROE

7.41%

ROE

10.6%

ROE

9.1%

ROE   1.37％

RORA

0.12%

RORA

0.64%

RORA

1.04%

RORA

0.88%

上記各項目のうち
バーゼルⅢ最終化段階適用による
リスク・ウェイト上昇の影響額の合計

＋435 ＋818 +226 ＋30

＋1,015

（計画値）

FG当期純利益

４１億円

FG当期純利益

256億円

FG当期純利益

423億円

FG当期純利益

400億円

▲75
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企業価値向上策⑤ ： リスク・アセットコントロール（カテゴリー別）

■ ファンド・エクイティ投資は大口のEXIT収益の計上等、投資に対するリターンが顕在化し始め、RORA・ROAともに大きく向上

■ リスク・リターン水準をアセットカテゴリー毎に検証し、RORAを高めるアセットポートフォリオを構築

■ ノンリコースローンはバーゼルⅢの影響を受けたリスクウェイトの上昇によりRORA低下

ＲＯＲＡ ＲＯＡ

＊1: ノンリコ―スローン（NRL）：特定の事業や資産から生じるキャッシュフローのみを返済原資とするローン
＊2: LBOファイナンス：借入金を活用した企業・事業の買収

ROA

RORA

※ 円のサイズは残高規模

※ ROA ： （年間利息＋役務収益）／貸出金平残
RORA ： （年間利息＋役務収益）／リスク・アセット

無担保/
アパートローン

中堅・中小企業向け

住宅
ローン

大企業向け
2026年3月

2024年3月

ノンリコースローン

RORA ROA

LBOファイナンス

RORA ROA

ファンド・エクイティ投資

RORA ROA

中堅・中小企業向け

無担保/アパートローン

住宅ローン

大企業向け

ノンリコースローン

ＬＢＯファイナンス

ファンド・エクイティ投資

※ 役務取引等利益を含む
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企業価値向上策⑥ ： 資本政策の基本方針

内部留保の蓄積
適切な資本配賦と事業ポートフォリオの最適化

健全な自己資本比率

■ 基本方針：「健全な自己資本比率」を確保し「収益力強化に向けた資本活用」と「株主への利益還元」へ配分

■ 2025年度（26/3期）は利益の積み上げにより、自己資本比率は9.5％と大きく向上

■ 従来、優先株式償還原資として蓄積してきた内部留保分を、2026年以降は成長への戦略資本と株主還元（配当）に充当

収益力向上に向けた資本活用

RORAを意識したアセットコントロールとアセット入替
エクイティ投資先へのハンズオン支援からのキャピタルゲイン

株主への利益還元と優先株式償還シナリオ

優先株式償還後も配当性向20%程度を目安とする

21/3 24/3 27/3

8.73％

9.54％

+2.１０％

▲1.４０％

▲0.85％

▲0.33％

+2.10％

▲0.1０％

▲0.43％

▲0.27％

FG連結
当期純利益

リスク・アセット
等の増加 ※

グループ戦略・
ＤＸ投資

配当

FG連結
当期純利益

リスク・アセット
等の増加 ※

グループ戦略・
ＤＸ投資

配当

FG連結
自己資本比率

FG連結
自己資本比率

FG連結
自己資本比率

8.25％

FG連結
自己資本比率

+1.13％

▲0.97％
▲0.15％

▲0.21％

FG連結
当期純利益

リスク・アセット
等の増加 ※ グループ戦略・

ＤＸ投資 配当

8.35％

▲0.99％

優先株式
償還

前中計期間（3年間推移） 現中計期間（2年間推移）

※貸出・エクイティ投資等
26/3

東京都が保有する優先株式400億円分の
償還・消却（26/5実施）の自己資本低下

バーゼルⅢ最終化段階適用の影響、
きらぼし銀行・UI銀行貸出金 等

中計最終年度（１年間推移）

（計画値）
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株主還元 ・ 政策保有株式

政策保有株式（上場株式）の削減方針

15,273 

8,257 

33,092 

26,548 26,123 

24/3 25/3 26/3

85円
120円

60円
75円

115円

145円
160円

85円

120円

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期

中間

期末
170円

（予想）

240円

株主還元方針

継続的かつ安定的な配当を実施することを基本方針とし、

本中期経営計画期間（2024～26年度）については、

優先株償還後も 配当性向20%程度 を目安とし、

自己資本比率は８.3％を確保する

簿価

時価

（単位：百万円）

9.0%
7.1%

6.1%

本中期経営計画期間（2024～26年度）に、

簿価ベースで40%程度削減 を目指す

簿価ベース

45.9%

削減

純資産比率

１株あたり年間配当金・配当性向 政策保有株式（上場株式）残高

46.5%

12.6% 16.5% 17.2% 15.5% 12.3%
20.9%

※きらぼし銀行で保有する政策保有株式の残高
※純資産比率はＦＧ連結純資産に占める割合

13,85613,856

＜実績＞
2024年度～2025年度 に 45.9％削減 （１年前倒しで計画超過）

※26年7月1日を効力発生日とする株式分割考慮前の金額
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ステークホルダーとの対話状況

株主との対話

■ 主な対話チャネル

従業員との対話

会社説明会 ２回

1on1 通期21社

2024年度

会社説明会 ２回

証券会社主催 
カンファレンス 1回

1on1 通期40社

2025年度

■ 主な対話テーマ

優先株式 （償還スケジュール、早期償還）
株主還元 （配当性向）
UI銀行 （業績・今後のビジネス展開）
企業価値向上への取組み・中長期目標 等

■ 「FG社員との対話の会」実施
…経営の考え方と営業現場の意見について対話する機会

■主な対話テーマ

■対話メンバー

FG役員・BK役員・グループ会社社長・本部人員

FG社員（24・25年度、_延べ約2,123人）

経営方針、方向性
営業現場の声
店舗運営 等

株主構成推移

3.9

3.9

3.9

3.9

32.8 

34.1

34.2

36.9 

2.8 

4.1

4.3 

4.5 

16.8 

17.3

18.8 

19.4

22.9

19.1 

16.5 

12.4

20.0 

20.5 

21.4

21.8

0.5

0.6 

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26/3

25/3

24/3

23/3

政府及び
地方公共団体 金融機関

金融商品
取引業者

その他
の法人 外国法人等 個人その他 自己株式

〈参考〉 株式分割

〈参考〉 株主優待制度の見直し

投資単位当たりの金額引き下げ

流動性の向上 投資家層の拡大

基 準 日 2026年 6月 30日

効力発生日 2026年 7月 １ 日

分 割 比 率 １株につき８株の割合で株式分割

株 式 分 割 前 の 発 行 済 株 式 総 数

株式分割前の発行済株式総数 36,148,647株
今回の分割により増加する株式数 253,040,529株
株式分割後の発行済株式総数 289,189,176株
株式分割後の発行可能株式総数（普通株式） 1,000,000,000株

今回の分割により増加する株式数

株 式 分 割 後 の 発 行 済 株 式 総 数

株式分割後の発行可能株式総数

36,148,647株

253,040,529株

289,189,176株

1,000,000,000株（※）

※ 普通株式

株式分割により、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、
株主・投資家の皆さまにとってより投資しやすい環境を整えることで、
株式の流動性の向上と投資家層のさらなる拡大を図る

（※）

目的

変 更 内 容

「カタログギフトプレゼント」 コース新設

「投資信託購入時手数料優遇」 コース廃止

「カタログギフト」 コース新設

基 準 日 2026年 3月 31日 （以降毎年3月31日）

優 待 条 件
優 待 内 容

2026年 7月 １ 日

⚫ 100株以上500株未満 ： カタログギフト3,000 円相当
⚫ 500株以上 ： カタログギフト6,000 円相当

ーただしどちらも保有期間１年以上
ー保有株数は株式分割考慮前
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KPI一覧

取り組むべき
社会課題と対応

経営目標達成に向けたKPI
（2024～2026年度累計目標）

持続可能な
社会の実現

新たな社会価値や
産業の創造

デジタル化の進展に
伴う課題への対応

2024～2025年度
進捗状況（累計）

FA30件（M&A）

事業承継・事業再生に関するファイナンス 120件/1,800億円

Scope1・２ 2026年度末までに80％削減

サステナブルファイナンス実行額 1,000億円

金融資産５千万円以上先4,000先

中小・零細企業に対するファクタリング50億円

スタートアップ支援施策100件
（新規事業創出、事業化支援等）

スタートアップ企業の海外展開支援30先

日本企業の海外展開支援300先

海外企業の東京進出支援30先

ＵＩ銀行： 預金70万先/7,800億円

ＵＩ銀行： ローン6,000先/2,200億円

ＵＩ銀行： BaaS先の年間収益8.5億円
（きらぼしテックと連携)

◎ 45件

◎
２１５件

2,073億円

○ 81%削減

○ 800億円

○ 4,470先

△ 8.1億円

○ 92件

◎ 42先

○ 298先

◎ 92先

△ 20.9万先

◎ 8,059億円

◎ 9,058先

◎ 2,686億円

△ 0.2億円

（26年3月基準）

18.5万先 7,860

5,858先 1,590

20.9万先

8,059億円

9,058先

2,686億円

0.2億円

150%

179%

115%

―

80%

111%

16%

92%

140%

99%

307%

29%

103%

150%

122%

2%

進捗率
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＜参考＞株価関連指標
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（百万円）（24年3月末＝100）

24/3 24/6 24/9 24/12 25/3 25/6 25/9 25/12 26/3 26/6

東京きらぼしＦＧ株価

NEEDS業種平均
（地方銀行）

TOPIX

売買代金（百万円）（右軸）

2026年5月8日適時開示
第１回第一種優先株式普通株式への転換・消却・株式売出し
第二種優先株式の取得・消却
株式分割・株主優待制度の変更

2026年5月26日
株式売出し受渡期日■ 現中期経営計画期間の推移
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